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連結決算ハイライト

（百万円）

増減率増減額

1株当たり年間配当金

+4.2%+¥5.56¥138.52¥132.951株当たり当期純利益

+¥14.00¥50.00¥36.00

+1.8P15.4%13.6%営業利益率

+1,138

+9,417

+8,767

+19,757

+4.2%

+20.4%

+20.0%

+6.1%

28,15727,019当期純利益

55,51746,099経常利益

52,66443,897営業利益

342,289322,531売上高

2008年3月期2007年3月期

前期との比較
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業績予想との比較(1)

（億円）

予想差実績1/25予想実績

△1273,4223,5503,225売上高

2007年3月期

（連結業績）

△28

△24

△0.1P

△23

310

580

15.5%

550

2008年3月期

281270当期純利益

460

13.6%

438

555

15.4%

526

経常利益

営業利益率

営業利益

（注）1/25予想は、2008年1月25日発表の2008年3月期業績予想
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業績予想との比較(2)

2008年3月期2007年3月期

△1302,3592,4902,109金融サービス業

△14445460456流通業

△5254260229銀行業

予想差実績1/25予想実績（業種別売上高）

△127
+17

△5

△11
△108

3,550
600

280

320
1,630

617658その他産業等

3,225

238

224
1,417

3,422

274

308
1,521

合 計

その他金融業

保険業

証券業

（億円）

予想差実績1/25予想実績（品目別売上高）

△16303320298コンサルティングサービス

△127
△110
△50
+18

△78

3,550
3,230

260
1,390
1,580

3,1192,926ＩＴソリューションサービス

3,225

303
1,265
1,357

3,422

209
1,408
1,501

合 計

商品販売

運用サービス

開発・製品販売

（注）1/25予想は、2008年1月25日発表の2008年3月期業績予想
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2008年3月期 本決算のキーワード

【内部環境】 「さばく力」＋「生産力」を維持

金融からの高い需要に対応

生産性向上に加え、品質改善も順調にすすむ

金融機関の「ＩＴを軸とした経営戦略」による投資が拡大したものの、

年度末にかけて企業収益や設備投資の伸びが鈍化し、急速に景況感が悪化した

【外部環境】 金融機関からの需要拡大は年度末で鈍化

【中長期への仕込み】R&Dや設備投資を継続

研究開発費・ソフトウエア投資ともに、前年同期比で大幅増

新事業探索、次世代の大型共同利用型サービス開発へ向けて順調な投資

営業利益3期連続2割成長、営業利益率も上場来最高達成
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業種別連結売上高

（百万円）

△6.3%△4,15018.0%61,74620.4%65,897その他産業等

△2.3%△1,06713.0%44,56914.1%45,637流通業

+7.3%+10,38644.5%152,15244.0%141,765証券業

+37.5%+8,4079.0%30,8517.0%22,444保険業

増減率増減額構成比2008年3月期構成比2007年3月期

+19,757

+24,975
+3,691
+2,489

342,289

235,972
27,496
25,471

322,531

210,997
23,805
22,981

+11.8%68.9%65.4%金融サービス業

+15.5%8.0%7.4%その他金融業

100.0%

7.1%

+6.1%100.0%合計

+10.8%7.4%銀行業

+3.9%+1,41611.0%37,61111.2%36,195ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

△1.4%△1,48130.6%104,80833.0%106,290野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含む

（注）日本郵政公社については、2007年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計

（ 2007年10月以降、かんぽ生命は「保険業」に、ゆうちょ銀行は「銀行業」に分類）
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品目別連結売上高

+1.5%+4628.9%30,3339.3%29,870コンサルティングサービス

2007年3月期

342,289

311,955

20,913

140,865

150,177

2008年3月期

+6.6%+19,29491.1%90.7%292,661ＩＴソリューションサービス

322,531

30,363

126,596

135,702

増減率

100.0%

9.4%

39.3%

42.1%

構成比

+19,757

△9,450

+14,269

+14,475

増減額構成比

+6.1%100.0%合 計

△31.1%6.1%商品販売

+11.3%41.2%運用サービス

+10.7%43.9%開発・製品販売

（百万円）
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連結P/Lハイライト

+2351,2531,018受取配当金

+20.4%+9,41755,51746,099経常利益

+1.8P15.4%13.6%営業利益率

+6502,8532,202営業外損益

+8,767
+7,031

+3.0P

+15,798
+16,272

+3,958
+19,757
増減額

+20.0%52,66443,897営業利益

30.3%27.3%売上総利益率

外注費

+1.7%238,537234,578売上原価

+15.9%118,596102,324

+16.0%51,08744,055販管費

+18.0%103,75187,953売上総利益

+6.1%342,289322,531売上高

増減率2008年3月期2007年3月期

（百万円）
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連結P/Lハイライト 続き

△1,429－1,429オフィス統合移転費用

+9,5679,567－退職給付引当金繰入額

+6116187投資有価証券評価減

+5742,6552,081投資有価証券売却益

+1,138
+104

+8,748

+574
+9,417

増減額

10,1851,436特別損失

19,725 19,829法人税等

+4.2%28,15727,019当期純利益

2,6552,081特別利益

+20.4%55,51746,099経常利益

増減率2008年3月期2007年3月期

（百万円）



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2008 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 10

連結キャッシュ・フロー

△18,102△5,61712,484（除く、資金運用目的投資）

△50,000－50,000（うち新株予約権付社債の発行）

△14,953△14,176776（うち自己株式の取得・処分）

△29,347△47,925△18,578投資活動によるCF

△40,32975,524115,854現金及び現金同等物の期末残高

△67,577△23,53744,040財務活動によるCF

+65,101115,85450,752現金及び現金同等物の期首残高

△729△67256現金及び現金同等物に係る換算差額

2007年3月期

△37,124△16,11921,004フリー・キャッシュ・フロー

増減額2008年3月期

△10,325

△7,777

△37,424△27,099（除く、資金運用目的投資）

39,583 31,806営業活動によるCF

（百万円）
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連結受注残高

+6.0%+8,069143,199135,129合 計

+8.8%+11,534142,325130,790うち、翌期分

+25.3%+7723,8263,054コンサルティングサービス

139,372

120,223

19,149

2008年3月末

+5.5%+7,297132,075ＩＴソリューションサービス

109,647

22,428

2007年3月末 増減率

+10,576

△3,279

増減額

+9.6%運用サービス

△14.6%開発・製品販売

（百万円）
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２．2009年3月期業績見通し

1. 2008年3月期決算について

３．ビジョン2015

４．2009年3月期の重点施策
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2009年3月期 連結業績予想(1)

2008年3月期
通期（実績）

+4.0%+¥2¥52¥501株当たり年間配当金

連結配当性向

+17.9%+¥24.75¥163.27¥138.521株当たり当期純利益

△3.9P31.8%35.7%

△0.7P14.7%15.4%営業利益率

+43

－

+3

+177

増減額 増減率
2009年3月期
通期（予想）

+15.4%

－

+0.6%

+5.2%

325281当期純利益

555555経常利益

530526営業利益

3,6003,422売上高

（億円）【通期】
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2009年3月期 連結業績予想(2)

2008年3月期
上期（実績）

△2.7P13.9%16.6%営業利益率

△38

△48

△44
△1

増減額 増減率
2009年3月期
上期（予想）

△20.9%

△16.5%

△16.1%
△0.1%

145183当期純利益

245293経常利益

230274営業利益

1,6501,651売上高

2008年3月期
下期（実績）

+1.1P15.4%14.3%営業利益率

+81

+48

+47
+178

増減額 増減率
2009年3月期
下期（予想）

+83.3%

+18.4%

+18.8%
+10.1%

18098当期純利益

310261経常利益

300252営業利益

1,9501,771売上高

（億円）

【上期】

【下期】
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過去５年間の上期・下期の売上高推移

+10.1%

+0.6%

+15.0%

+11.1%

+10.5%

+4.9%

前年同期比

1,950
【54.2%】

1,771
【51.8%】

1,760
【54.6%】

1,530
【53.6%】

1,377
【54.5%】

1,247
【52.4%】

下 期

3,4221,651
【48.2%】

2008年3月期 +6.1%+12.8%

+5.2%

+12.9%

+12.9%

+6.3%

+2.3%

前期比

△0.1%

+10.5%

+15.1%

+1.6%

△0.4%

前年同期比

3,6001,650
【45.8%】

2009年3月期(予)

2,5291,151
【45.5%】

3,2251,464
【45.4%】

2007年3月期

2,8551,325
【46.4%】

2006年3月期

2005年3月期

2,3801,133
【47.6%】

2004年3月期

通 期上 期

（億円）

（注）【 】は年間売上高に占める割合
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2009年3月期 業種別連結売上予想(1)

（億円）

+0.4%+217.2%62018.0%617その他産業等

+1.0%+412.5%45013.0%445流通業

+1.2%+1842.8%1,54044.5%1,521証券業

+42.6%+13112.2%4409.0%308保険業

増減率増減額構成比
2009年3月期
通期（予想）

構成比
2008年3月期
通期（実績）

+177

+170

+5

+15

3,600

2,530

280

270

3,422

2,359

274

254

+7.2%70.3%68.9%金融サービス業

+1.8%7.8%8.0%その他金融業

100.0%

7.4%

+5.2%100.0%合計

+6.0%7.5%銀行業

【通期】



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2008 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 17

2009年3月期 業種別連結売上予想(2)
（億円）

△11.3%△3517.0%28019.1%315その他産業等

△2.9%△613.3%22013.7%226流通業

△6.8%△5041.8%69044.8%740証券業

+70.1%+8612.7%2107.5%123保険業

増減率増減額構成比
2009年3月期
上期（予想）

構成比
2008年3月期
上期（実績）

△1

+40

+1

+2

1,650

1,150

130

120

1,651

1,109

128

117

+3.7%69.7%67.2%金融サービス業

+1.1%7.9%7.8%その他金融業

100.0%

7.1%

△0.1%100.0%合計

+2.3%7.3%銀行業

【上期】

【下期】

+12.6%+3817.4%34017.0%301その他産業等

+4.9%+1011.8%23012.4%219流通業

+8.8%+6843.6%85044.1%781証券業

+24.3%+4411.8%23010.4%185保険業

増減率増減額構成比
2009年3月期
下期（予想）

構成比
2008年3月期
下期（実績）

+178

+129

+3

+12

1,950

1,380

150

150

1,771

1,250

146

137

+10.4%70.8%70.6%金融サービス業

+2.5%7.7%8.3%その他金融業

100.0%

7.8%

+10.1%100.0%合計

+9.2%7.7%銀行業
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2009年3月期 品目別連結売上予想(1)

+8.8%+269.2%3308.9%303コンサルティングサービス

3,600

3,270

190

1,500

1,580

2009年3月期
通期（予想）

+4.8%+15090.8%91.1%3,119ＩＴソリューションサービス

3,422

209

1,408

1,501

2008年3月期
通期（実績） 増減率

100.0%

6.1%

41.2%

43.9%

構成比

+177

△19

+91

+78

増減額構成比

+5.2%100.0%合 計

△9.1%5.3%商品販売

+6.5%41.7%運用サービス

+5.2%43.9%開発・製品販売

（億円）
【通期】
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2009年3月期 品目別連結売上予想(2)

+8.9%+129.1%1508.3%137コンサルティングサービス

1,650

1,500

50

720

730

2009年3月期
上期（予想）

△0.9%△1390.9%91.7%1,513ＩＴソリューションサービス

1,651

82

690

740

2008年3月期
上期（実績） 増減率

100.0%

5.0%

41.8%

44.8%

構成比

△1

△32

+29

△10

増減額構成比

△0.1%100.0%合 計

△39.5%3.0%商品販売

+4.3%43.6%運用サービス

△1.4%44.2%開発・製品販売

+8.7%+149.2%1809.3%165コンサルティングサービス

1,950

1,770

140

780

850

2009年3月期
下期（予想）

+10.2%+16490.8%90.7%1,605ＩＴソリューションサービス

1,771

126

718

761

2008年3月期
下期（実績） 増減率

100.0%

7.1%

40.5%

43.0%

構成比

+178

+13

+61

+88

増減額構成比

+10.1%100.0%合 計

+10.7%7.2%商品販売

+8.6%40.0%運用サービス

+11.6%43.6%開発・製品販売

【上期】

【下期】

（億円）
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２．2009年3月期業績見通し

1. 2008年3月期決算について

３．ビジョン2015

４．2009年3月期の重点施策
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ビジョン2015 のステートメント

いまを超える、自らを超える

顧客と社会のさらなる豊かさを目指して、（業界）ビジネスプラットフォーム創りへコミットし、
その実現をリードする。

NRI、業界、市場を横割りにつなぎ、果敢に新しい価値にチャレンジすることで、NRIらしい
自主事業型イノベーションを創発する。

NRInnovationを誘発するために、自在に交流し、野心的にはかり、これまでの集積と改善

の上にある「いま」を大胆に乗り越え、「自ら」の限界をも冷静に見据え、さらなる高みに到

達する。

NRInnovation!
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ビジョン2015の全体戦略

受注型ビジネスモデルから提案型自主事業モデルへ

社内(コンサル/システム、金融/非金融など）、社外

(アライアンス先、協力会社など)のコラボレーション推進

受注型ビジネスモデルから提案型自主事業モデルへ

社内(コンサル/システム、金融/非金融など）、社外

(アライアンス先、協力会社など)のコラボレーション推進

パートナーを含めたソフトウエアの生産技術と品質管理
の革新を行う

多様な人材を採用育成し、高度な要望に対応できる

組織を作る

パートナーを含めたソフトウエアの生産技術と品質管理
の革新を行う

多様な人材を採用育成し、高度な要望に対応できる

組織を作る

中国・アジアを重点地域とし、そこに「第2のNRI」を作る

顧客と共にNRIの事業領域を拡大する

生産面において、オフショア開発をさらにすすめる

中国・アジアを重点地域とし、そこに「第2のNRI」を作る

顧客と共にNRIの事業領域を拡大する

生産面において、オフショア開発をさらにすすめる

１．新世代ビジネスプラットフォーム
サービスの提供

１．新世代ビジネスプラットフォーム
サービスの提供

３．成長を支える生産革命３．成長を支える生産革命

２．グローバルへの取組み２．グローバルへの取組み

個社ベースのＩＴサービス提供から

業界横断的・市場横断的ビジネスプラットフォームの提供へ

個社ベースのＩＴサービス提供から

業界横断的・市場横断的ビジネスプラットフォームの提供へ

方針 戦略の方向性
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１．新世代ビジネスプラットフォームサービスの提供

顧客創造顧客創造

アカウントネットワーキングアカウントネットワーキング

金融フロンティア金融フロンティア

サービスリンクサービスリンク

業界ビジネスプラットフォーム構築の核となりうる、
各業界の主要企業を獲得／深耕する

業界ビジネスプラットフォーム構築の核となりうる、
各業界の主要企業を獲得／深耕する

金融口座を核に事業ドメインを大きく拡大する

口座管理の仕組みの上に多様なサービスを展開する

金融口座を核に事業ドメインを大きく拡大する

口座管理の仕組みの上に多様なサービスを展開する

日本市場の金融フロンティア化を支え、そのハブとなる日本市場の金融フロンティア化を支え、そのハブとなる

企業間や業界を横断する新たなサービスを実現する企業間や業界を横断する新たなサービスを実現する

戦略の方向性 概要
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２．グローバルへの取組み

もうひとつのNRIもうひとつのNRI
NRI日本NRI日本

『アジアにもうひとつのNRIを』をミッションに、日本のNRIと連携した

海外拠点政策をすすめる
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ビジョン２０１５のイニシャルアクション

新しい組織を作り、ビジョンの具体的検討・実行をすすめていく

新世代ビジネスプラットフォーム
サービスの提供

新世代ビジネスプラットフォーム
サービスの提供

グローバルへの取組みグローバルへの取組み

戦略IT研究室

経営革新
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部

通信ｼｽﾃﾑ事業推進部

基盤ｿﾘｭｰｼｮﾝ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室

ｱｼﾞｱｼｽﾃﾑ事業本部

金融市場研究室
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２．2009年3月期業績見通し

1. 2008年3月期決算について

３．ビジョン2015

４．2009年3月期の重点施策
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2008年3月期を振り返って

金融系大型プロジェクト
完遂と発展

システムコンサルティング
機能の強化

（１）-２

事業拡大 ―顧客への『浸透』

内なる先行投資

金融分野以外での
顧客・事業開拓

足元固め⇒事業拡大へ

人材（確保と育成）人材（確保と育成）（３）-１

複数の大型プロジェクト完遂

共同利用型システムの次世代バージョン開発中

「業務×IT型」の案件の増加

新しい事業会社設立（ユビークリンク、社会情報システム）

アジアシステム事業元年、始動

商社と中国事業におけるアライアンス

引き続き改善する生産性向上のための施策

プロジェクトマネジメント力の維持と向上

プロフェッショナルのための社内システムを設計中

さらなる生産革新さらなる生産革新（２）

社内情報システム
再構築

（３）-２

人材育成委員会の設置、研修体系の拡充

中国オフショア開発の規模拡大、ステップアップ

（１）-１

（１）-３
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-30.0 

-10.0 

10.0

30.0

50.0

FY
3/07

FY
3/08(E)

FY
3/09(E)

経営環境認識（1）

2009年3月期は金融業の追い風が減速、足元の経営環境は厳しくなる
「保険」分野の需要は引き続き大

ソフトウエア投資額

（出所）日銀短観（2008年4月1日発表）企業に対するアンケート調査に基づく

（前年比％）

銀行業

全産業

証券業

保険業

大企業・非製造業
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経営環境認識（２）

内部環境は引き続き良好である

中期的には金融業のIT装置産業化は一層進展すると見込む

外部環境
IT投資マインド

外部環境
IT投資マインド

内部環境
・生産性向上

内部環境
・生産性向上

中期短期

【証券業】
一時的に減速

経営環境認識 金融ITマーケットにおける中期的事業機会

金融市場の
制度改正

金融市場の
制度改正

電子化
新システム対応

電子化
新システム対応

2008 2009 2010年2008 2009 2010年

金融商品取引法改正

郵政完全民営化

金融一体課税

社会保険庁の変革

電子マネーに関する法律

株券電子化対応

取引所次世代システム対応

その他その他

・
・
・
・

（注）見込みであり未確定な事項を含む

持続的に成長

良 好
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2009年3月期の重点施策

５．プロジェクト監理、品質強化５．プロジェクト監理、品質強化

厳しい事業環境への対応

事業拡大にむけて

２．新規顧客開拓：

ナビゲーション、業務コンサル機能を強化

２．新規顧客開拓：

ナビゲーション、業務コンサル機能を強化

３．新規事業開発：

アジア・基盤・ヘルスケア分野等

３．新規事業開発：

アジア・基盤・ヘルスケア分野等

１．リソースシフトによるトップラインの拡大１．リソースシフトによるトップラインの拡大

４．外部戦力の選択的活用４．外部戦力の選択的活用

持続的成長
中長期の仕込み
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1. リソースシフトによるトップラインの拡大

成長の期待できる分野を強化し、全体として売上成長を目指す
保険業は需要が強く、対応を強化する

0 500 1,000 1,500 2,000

2008年3月期

2009年3月期（E）

維持

維持

維持

維持

リソース配分

その他産業

流 通

その他金融

銀 行

保 険

証 券

ニーズ

今期のトップライン予想ニーズの強さとリソース配分
（億円）

（注）顧客の業種組換え影響分を差し引くと実質的に成長

（注）

強化

強化
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２. 新規顧客開拓：ナビゲーション力と業務コンサル機能を強化

情報発信、提言を積極的に行い戦略・業務・ITなどあらゆる側面から
解決策を提供し顧客発展に寄与する

金融・流通・その他産業等金融・流通・その他産業等

SISI

運
用
ア
ウ
ト

運
用
ア
ウ
ト

ソ
ー
シ
ン
グ

ソ
ー
シ
ン
グ

初
期
初
期

ア
プ
ロ
ー
チ

ア
プ
ロ
ー
チ

共
同
利
用
型
・

共
同
利
用
型
・

パ
ッ
ケ
ー
ジ

パ
ッ
ケ
ー
ジ

ナビゲーション（戦略IT研究室・金融市場研究室）

業務コンサルの位置づけ

ITソリューション

システム化計画システム化計画

ソリューション開発ソリューション開発

システム運用システム運用

コンサルティング

業務設計業務設計

業務改革コンサル業務改革コンサル

システム化構想システム化構想

戦略コンサルティング戦略コンサルティング業務コンサル
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北東アジア
拠点群

欧州・ロシア拠点

南アジア拠点

既設拠点

新設拠点（検討）

米国拠点

３. アジアビジネス ～コンサルティング事業

新興国へのさらなるネットワークの拡大を目指し、ロシア、インド、ベトナム等への新拠点の検討を行う

日本・アジア顧客向けのクロスボーダー型コンサルの強化
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成都

大連

杭州

蘇州

北京

上海

天津

３. アジアビジネス ～ITソリューション事業

アジアシステム事業推進室を事業本部へ格上げし人員強化

1990年以前1990年以前

1990年－

中国人オフショア開発本格化

中国進出日系企業のシステム開発

中国企業2社をeパートナーに選定

中国人オフショア開発トライアル開始

中国オフショア開発の手法等研究

香港でERP事業を展開

中国人技術者のトレーニー開始

1998年－

2001年－

2007年－

20ｘｘ年－

エンハンス業務の委託拡大

『東京オンサイトサポート』 開始

Target.1
開発パワーとして

Target. 2
中国進出日系企業の
システムサポート

Target. 3
中国政府・
現地企業のＳＩ

中国におけるITソリューションサービスの進展

1976年､NRI香港設立

2002年､NRI北京設立

NRIの中国オフショア開発拠点（8地域）

2008年4月､
アジアシステム事業推進室
→アジアシステム事業本部へ

青島
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３. アジアビジネス ～ITソリューション事業

エムシー・エヌアールアイ
グローバルソリューションズ株式会社

エムシー・エヌアールアイ
グローバルソリューションズ株式会社

中国・アジアの日系企業へ

ERP,SCM等システムソリューションを提供

49%

100%

51%

三菱商事と共同で中国における事業展開を進めることで合意

東京

上海

共同事業のスキーム

iVision Shanghai Co., Ltd. 
上海菱威深信息技術有限公司

2008年4月22日 日本経済新聞
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３. 研究開発

短期（1～2年） 中長期3年～

事業本部（現場）

R&D

技術系R&D 『情報技術分野』 『生産技術分野』

研究系R&D 『未来予測分野』（社会のナビゲーション）

0

10

20

30

40

50

60

FY3/05 F'3/06 FY3/07 FY3/08 FY3/09(E)

金融系フロントソリューション

カード関連ビジネス

通信向けソリューション開発

ヘルスケア分野

生産管理、テスト支援手法の研究

各分野のナビゲーションのための調査・研究

…etc.

事業系R&D
『金融』 『非金融』

（億円）
今期R&Dテーマの一部

成長領域にフォーカスし研究開発を継続
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0

100

200

300

400

FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08 FY3/09(E)

無形固定資産

有形固定資産

３. 設備投資の方向性

（億円）

共同利用型システムサービスの更新・新規開発

運用サービス拡大に伴うハードウェア投資

…etc.設備投資額の推移
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４. 外部戦力の選択的活用～社員+国内・中国協力パートナー

国内協力パートナー

eパートナー制度の発展

コンプライアンス強化

パートナー企業経営層との関係強化

・・・etc.

中国オフショア開発

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

FY3/03 FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08FY3/09(E)

通期予想：
約170億円

（億円）

個別契約会社

基本契約会社

eパートナー 約7,000人

約4,000人

8地域24社

約5,500人

・コンサルタント

・システムコンサルタント

・アプリケーションエンジニア

・テクニカルエンジニア

・インフラストラクチャーエンジニア

…etc.

（うちＩＴ技術者は約4,000人）

NRIグループ人員

313
281 159

196
235

292

332

360

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

連
結

人
員

数
（
人

）

安定的な増加安定的な増加

うち新卒採用数うち新卒採用数

FY3/03 FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08 FY3/09(E) FY3/10(E)

３つのリソース
を効果的に活用

（注）人数は2008年3月末時点
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５. プロジェクト監理・品質強化

第2次品質倍増3ヵ年計画をスタート、3年間で障害件数半減を目指す

生産性向上ツール（テスト効率化ツール＆サービス等）の本格展開 等

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

活
動
系

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

活
動
系

生
産

技
術
系

生
産

技
術
系

’02年度’02年度 ’03年度’03年度 ’04年度’04年度 ’05年度’05年度 ’06年度’06年度 ’07年度’07年度 ’08年度’08年度 ’09年度’09年度 ’10年度’10年度

第1次改革第1次改革 第2次改革第2次改革

NRI-QMSNRI-QMS

No Red Card運動No Red Card運動

エンハンス業務革新エンハンス業務革新 第2次エンハンス業務革新第2次エンハンス業務革新

第2次品質倍増3ヵ年計画第2次品質倍増3ヵ年計画品質倍増2ヵ年計画品質倍増2ヵ年計画

DevNetDevNet

生産性・品質向上ツール（テスト効率化ツール等）生産性・品質向上ツール（テスト効率化ツール等）

DevNetII DevNetIII

トラブル削減、エンハンスメント業務改革、運用改善等をさらに強化

パ
ー
ト
ナ
ー

連
携

パ
ー
ト
ナ
ー

連
携 eパートナー制度eパートナー制度 連携強化

eパートナーエンハンス業務革新委員会eパートナーエンハンス業務革新委員会
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・本資料は、2008年3月期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資勧誘

を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事項は、資料作成時点における当社

の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予告無しに変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製

または転送等を行わないようお願いいたします。
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参考資料

1. 最近の取り組み （新聞、雑誌等の記事より抜粋）

2. プロジェクト事例
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OpenIDファウンデーションジャパン

１．最近の取組み – 共通ID普及へ向けて組織設立へ

日本国内におけるOpenID技術のさらなる普及
を推進するため「OpenIDファウンデーション・

ジャパン（仮称）」の設立へ向けて活動を開始

OpenIDは、2005年に米シックス・アパートで開
発された、共通のユーザーIDを複数のウェブ

サービスで使えるようにする技術

ユーザはサイトやサービスごとに複数のIDを管

理する必要がなくなるメリットがある。事業者側
は自社サービスへのユーザー獲得が容易にな
る

2008年2月29日 日経産業新聞
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ナビフェイス

１．最近の取組み – 金融商品の営業支援ソリューション提供

金融機関が個人投資家にポートフォリオを提案
する際の営業ソリューション

顧客のリスク許容度や投資経験などを入力して
いき、複数の金融商品を組合わせた最適な
ポートフォリオ案を作ることができる。銀行など
の窓口で、パソコン画面を見ながら顧客と共に
投資ポートフォリオの作成などに使う

ASP型でもサーバ構築方式でも販売する

投信窓販売ソリューション「ベストウェイ」などと
の連携も計画している

2008年2月22日 日経産業新聞
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１．最近の取組み – 連想検索（銘柄）サービスを開始

NRI連想検索（銘柄）

NRIが独自開発した連想検索エンジン「アソシ

エ」をベースに、企業検索に特化した連想辞書
を作成し、証券会社をはじめとする金融機関や
Webサービス提供会社向けにサービス化

本サービスを導入した企業のウエブサイト上で、
商品名、ブランド名、ニュース等に出てきたキー
ワードから連想される上場企業を検索すること
ができる

ASP形式で提供すると共に、企業の求めに応じ

て連想辞書をカスタマイズすることも可能

2008年4月8日 日本情報産業新聞



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2008 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 45

１．最近の取組み – 世界初の情報セキュリティ格付会社を共同で設立

アイ・エス・レーティング

企業の情報セキュリティーを格付けする会社

業種や企業グループを超えた中立的な第三者
機関として、国内外から信頼される格付け制度
を確立、グローバルスタンダード化を目指す

日常の情報管理体制や社員教育、法令順守の
状況について聞き取り調査し、「トリプルA」から
「B」まで格付けする

2008年度は400件の受注、約8億円、2010年度
には19億円の売上げを目指す

2008年4月9日 日経産業新聞
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障害発生率低減活動

2010年度末までに情報システムの障害発生率

半減を目指す

4月から社員が障害の発生原因などを入力・閲

覧できるシステムを本格展開し、障害の原因追
及や未然防止のための活動を促進

障害発生率を抑制していく取組みを通じて、新
たな開発案件の生産性と品質の向上に役立て
る「PDCAサイクル」についても確立していく

これまでも積極的に障害発生率の低減活動を
展開し、06年度から07年度末までに発生率半
減の目処をつけた。今回08年度からさらに半減

の目標を設定し取り組みに拍車をかける

１．最近の取組み – システム障害を半減へ

2008年1月31日 日刊工業新聞
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働きがいのある会社

１．最近の取組み – 働きがいのある会社調査で11～25位にランクイン

GPTWジャパンの調査。本家米GPTWの調査
は米「フォーチュン」誌に掲載され、世界29カ国

で実施。リストに選ばれる事が「一流の証し」とさ
れる

働きがいのある会社とは、「従業員が会社や経
営者、管理者を信頼し、自分の仕事に誇りをも
ち、一緒に働いている人達と連帯感を持てる会
社」と定義

野村総研は調査に参加した94社中、11位～25
位にランクインした

日経ビジネス 2008年1月28日号
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２．プロジェクト事例

コクヨ商業（上海）有限公司様

基幹業務及び通販支援システムの開発および運用
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■ 売上高3,600億円・営業利益530億円の収支モデル

+0.6%
+11.6%

+6.0%
+31.4%

+3.7%
+7.9%
+4.8%
+5.2%

増減率増減額

△0.7P
+3

+59
+0.2P

+62
+47
+44
+41

+114
+177

前期比

530526営業利益

うち減価償却費

うち外注費

うち労務費

14.7%15.4%営業利益率

570510販管費

30.6%30.3%売上総利益率

1,1001,037売上総利益

200152
1,2301,185

570528
2,5002,385売上原価

3,6003,422売上高

2009年3月期

（4/24予想） 注

2008年3月期

（実績）

(注) 収支モデル作成のための連結想定値

（億円）

３．その他 - 業績予想補足説明資料
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NRI新春フォーラム2008[東京]（2008年1月30日開催）

[大阪](2008年1月17日開催）

～引き続き、活動中！～

３．その他 - ブランディング活動

出版物

フォーラム開催

ITpro Expo 2008 [東京]（2008年1月30日～2月1日）

イベントへの出展

2008年1月以降に出版された本


